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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 完成工事高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」については、１株当たり中間純損失であり、また、潜在株

式がないため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第75期中 第76期中 第77期中 第75期 第76期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

完成工事高 (百万円) 59,417 54,673 59,864 154,832 156,175

経常利益又は 
経常損失(△)

(百万円) △1,998 △1,709 △1,196 1,352 1,412

中間(当期)純利益 
又は純損失(△)

(百万円) △1,603 △1,249 △997 574 766

純資産額 (百万円) 43,596 43,979 45,630 45,646 46,115

総資産額 (百万円) 130,611 124,827 131,449 129,848 136,540

１株当たり純資産額 (円) 968.62 976.59 1,014.54 1,036.29 1,024.98

１株当たり 
中間(当期)純利益 
又は純損失(△)

(円) △35.61 △28.31 △22.18 12.81 17.18

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 33.4 35.2 34.7 35.2 33.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △9,804 △5,545 1,511 △2,347 △8,744

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 604 2,654 455 371 4,921

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,058 276 △1,950 △2,400 406

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(百万円) 19,308 23,543 22,771 26,118 22,712

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
1,851 
(306)

1,759
(306)

1,716
(350)

1,771 
(316)

1,730
(324)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 完成工事高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益又は純損失」及び「潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

  

回次 第75期中 第76期中 第77期中 第75期 第76期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

完成工事高 (百万円) 57,357 53,086 58,981 151,458 150,163

経常利益又は 
経常損失(△)

(百万円) △1,951 △1,539 △1,203 1,333 1,413

中間(当期)純利益 
又は純損失(△)

(百万円) △1,582 △1,075 △964 574 728

資本金 (百万円) 4,479 4,479 4,479 4,479 4,479

発行済株式総数 (千株) 45,963 45,963 45,963 45,963 45,963

純資産額 (百万円) 43,390 44,001 45,452 45,454 45,921

総資産額 (百万円) 128,319 123,585 129,675 128,495 133,755

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) 5.00 5.00 5.00 16.00 16.00

自己資本比率 (％) 33.8 35.6 35.1 35.4 34.3

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
1,389 
(299)

1,368
(297)

1,356
(335)

1,365 
(296)

1,333
(297)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間における重要な関係会社の異動はありません。なお、連結子会社であるTHAI 

O.D.D. CO.,LTD.は、平成17年７月に当社全額払込みの増資を行い、資本金は6百万THBとなり、当社の議

決権の所有割合は97.5％となりました。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員であります。 

２ 臨時従業員数は〔 〕内に当中間連結会計期間の平均人数を外数で記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 臨時従業員数は〔 〕内に当中間会計期間の平均人数を外数で記載しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

「ダイダン労働組合」と称し、昭和48年11月15日に結成され、平成17年９月30日現在の組合員数は、

674名であり、結成以来円満に推移しております。また、一部の子会社についても労働組合を有してお

りますが、特記すべき事項はありません。 

  

事業部門の名称 従業員数(人)

設備工事業
1,716〔350〕

合計
1,716〔350〕

従業員数(人)
1,356〔335〕



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格や素材価格の高騰といった懸念材料はあるもの

の、堅調な個人消費や設備投資に支えられて企業収益が好転するなか、回復基調で推移してきておりま

す。 

 しかしながら、建設業界におきましては、民間の設備投資は堅調なものの、公共投資の大幅減少が続

いており、建設投資の総量縮小による競争の激化もあって、引き続き厳しい状況が続いております。 

当社グループの連結受注高は、６７３億８千７百万円（前中間連結会計期間比２１億４千７百万円

減）、完成工事高につきましては、５９８億６千４百万円（前中間連結会計期間比５１億９千万円増）

となりました。 

利益面につきましては、完成工事が下半期に集中することにより、営業損失は１３億９千８百万円

（前中間連結会計期間営業損失１７億９千万円）、経常損失は１１億９千６百万円（前中間連結会計期

間経常損失１７億９百万円）となりました。中間純損失は９億９千７百万円（前中間連結会計期間中間

純損失１２億４千９百万円）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

５千９百万円増加し、２２７億７千１百万円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における営業活動に係る資金収支は、税金等調整前中間純損失が１２億８千６

百万円でありましたが、売上債権の減少による資金の増加１５２億３千９百万円と未成工事受入金の

増加による資金の増加６７億９千８百万円が、仕入債務の減少による資金の減少１０８億５千１百万

円と未成工事支出金の増加による資金の減少１０７億２千３百万円を４億６千２百万円上回ったこと

等により、１５億１千１百万円の資金の増加（前中間連結会計期間比７０億５千６百万円増）となり

ました。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における投資活動に係る資金収支は、固定資産の売却等により、４億５千５百

万円の資金の増加（前中間連結会計期間比２１億９千９百万円減）となりました。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における財務活動に係る資金収支は、配当金の支払額４億９千４百万円、およ

び借入金の返済が新規借入れによる収入を１４億４千３百万円上回ったこと等により、１９億５千万

円の資金の減少（前中間連結会計期間比２２億２千６百万円減）となりました。 

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社グループが営んでいる事業である設備工事業では、生産実績を定義することが困難であります。ま

た、請負形態をとっているため、販売実績という定義は実態に即しておりません。 

よって受注及び完成工事の状況については「１ 業績等の概要」において記載しております。 

なお、参考のため、当社単独の事業の状況は次のとおりであります。 

  

受注工事高及び施工高の状況 

① 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

  

 
(注) １ 前期以前に受注した工事で、契約の更改により請負金額に変更があるものについては、期中受注工事高にそ

の増減額を含んでおります。したがって期中完成工事高にもかかる増減額が含まれております。 

２ 期末繰越工事高の施工高は支出金により手持工事高の施工高を推定したものであります。 

３ 期中施工高は(期中完成工事高＋期末繰越施工高―前期末繰越施工高)に一致します。 

４ 上記金額に消費税等は含まれておりません。 

  

項目 工事種別
期首繰越 
工事高 
(百万円)

期中受注
工事高 
(百万円)

計
(百万円)

期中完成
工事高 
(百万円)

期末繰越工事高
期中 
施工高 
(百万円)

手持工事高
(百万円)

手持工事高の 
うち施工高

(％) (百万円)

前中間会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日

電気工事 22,614 14,546 37,160 10,665 26,495 26.9 7,137 13,548

空調工事 74,594 37,483 112,077 29,645 82,432 23.9 19,703 35,918

水道衛生工事 35,474 15,554 51,028 12,775 38,253 23.5 8,970 15,321

計 132,683 67,584 200,267 53,086 147,180 24.3 35,811 64,788

当中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

電気工事 24,490 13,276 37,767 14,903 22,863 26.6 6,077 16,060

空調工事 72,183 34,966 107,150 30,094 77,055 26.8 20,639 36,234

水道衛生工事 33,193 17,445 50,638 13,982 36,655 26.3 9,636 17,182

計 129,867 65,689 195,556 58,981 136,574 26.6 36,353 69,477

  前事業年度
自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

電気工事 22,614 30,468 53,082 28,592 24,490 20.1 4,920 29,258

空調工事 74,594 80,645 155,240 83,057 72,183 20.1 14,500 84,127

水道衛生工事 35,474 36,232 71,707 38,514 33,193 19.4 6,436 38,525

計 132,683 147,346 280,030 150,163 129,867 19.9 25,857 151,911



② 受注工事高及び完成工事高について 

最近３年間の実績で見ますと、当社の上半期の受注工事高は年間の約45～46％、完成工事高は季節

的変動の影響を受け、約31～38％で推移しております。当上半期の受注工事高は約45％、完成工事高

は約41％程度となる見通しであります。 

 
(注) 上記金額に消費税等は含まれておりません。 

  

③ 完成工事高 

  

 
(注) １ 上記金額に消費税等は含まれておりません。 

２ 完成工事のうち主なものは次のとおりであります。 

前中間会計期間の完成工事のうち請負金額５億円以上の主なもの 

 
  

期別

受注工事高 完成工事高

１年通期 
(A) 

(百万円)

上半期
(B) 

(百万円)

(B)／(A)
（％）

１年通期
(C) 

(百万円)

上半期 
(D) 

(百万円)

(D)／(C)
（％）

第74期
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日

140,283 63,569 45.3 160,172 49,236 30.7

第75期
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日

141,029 64,332 45.6 151,458 57,357 37.9

第76期
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日

147,346 67,584 45.9 150,163 53,086 35.4

第77期
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

― 65,689 ― ― 58,981 ―

期別 工事種別 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

前中間会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日

電気工事 554 10,111 10,665

空調工事 5,976 23,668 29,645

水道衛生工事 2,678 10,096 12,775

計 9,209 43,876 53,086

当中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

電気工事 640 14,262 14,903

空調工事 3,482 26,612 30,094

水道衛生工事 2,562 11,420 13,982

計 6,685 52,295 58,981

和歌山県橋本市 国保橋本市民病院空調・衛生設備工事

村田土地建物㈱ 村田製作所新本社１期空調・衛生設備工事

大成建設㈱・㈱大林組・ベクテル

コーポレーション・東急建設㈱・

前田建設工業㈱・日航建設㈱共同

企業体

東京国際空港（羽田）第２旅客ターミナルビル空調設備工事

大成建設㈱・㈱大林組・名工建設

㈱・ＪＲ東海建設㈱共同企業体

ＪＲ東海品川ビル空調設備工事

大成建設㈱・㈱竹中工務店・住友

建設㈱・㈱第一ヒューテック・九

工建設㈱・浦松建設㈱建設共同企

業体

ドコモ九州大分ビル電気設備工事



当中間会計期間の完成工事のうち請負金額11億円以上の主なもの 

 
３ 完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりであり

ます。 

前中間会計期間 

 該当する相手先はありません。 

当中間会計期間 

 
  

④ 手持工事高(平成17年９月30日現在) 

  

 
(注) １ 上記金額に消費税等は含まれておりません。 

２ 手持工事のうち請負金額12億円以上の主なもの 

 
  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。 

  

㈱竹中工務店 関西医科大学附属枚方病院空調設備工事

戸田建設㈱ 東海大学医学部付属病院新病院電気設備工事

大成建設㈱ 新潟県厚生農業協同組合連合会 長岡中央総合病院衛生設備工事

㈱竹中工務店 トヨタ自動車事務４号館電気設備工事

㈱竹中工務店 住友生命中之島ビル空調設備工事

㈱竹中工務店 7,730百万円 13.1%

工事種別 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

電気工事 6,572 16,290 22,863

空調工事 24,081 52,974 77,055

水道衛生工事 9,553 27,102 36,655

計 40,207 96,367 136,574

大成建設㈱ 中央合同庁舎７号館等空調設備工事 平成19年9月完成予定

イタリアンタイディベロッ 

プメント・㈱竹中工務店・ 

㈱大林組共同企業体

バンコック第２国際空港電気設備工事 平成18年3月完成予定

新潟県新潟市 新潟市民病院移転空調設備工事 平成19年10月完成予定

総曲輪通り南地区市街地再 

開発組合

総曲輪通り南地区第一種市街地再開発事業施

設電気・空調・衛生設備工事

平成19年8月完成予定

㈱竹中工務店 (仮称)名駅四丁目７番地区再開発ビル電気設

備工事

平成19年2月完成予定



４ 【経営上の重要な契約等】 

特記事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間における研究開発費は、約２億９百万円でありました。従来からの基本理念である

「地球と人に優しい環境の創造」を目指し、省エネルギー関連技術と施工品質の確保に取り組んでまいり

ました。具体的な研究成果としては、以下のものがあります。なお、子会社においては、研究開発活動は

行われておりません。 

  

(研究開発の内容) 

(1)省エネルギー算定ツールの開発 

 ESCO事業をはじめとする省エネルギー提案は、既設建物の調査にはじまり、どのような省エネシステム

が導入可能なのかを、高度なスキルを有する技術者が時間をかけて行っています。現在、この省エネルギ

ー提案を、効率的かつ精度高く行うため、省エネルギー算定ツールの整備に取り組んでおります。多くの

物件に対応できる省エネルギー算定ツールを目指しております。 

 平成18年３月までに整備を完了し、その後は、全社の技術者への展開を予定しています。 

  

(2)実験動物飼育システム「新型VIC」の製品改良とコストダウン 

 動物実験を行う研究施設では、実験動物の飼育環境が大きな問題となっています。最近では遺伝子操作

動物を扱う研究施設が増えてきていることから、更に高い環境精度が求められております。 

 当社では既に、実験動物飼育システムとして、動物のケージごとに強制換気することでケージ間の汚染

を防止し分離育成できる「VICシステム」を開発してきました。 

 昨年度は、「VICシステム」ユーザーの意見を基に、大幅なシステム改良を行い、機能アップを図った

「新型VIC」を開発し、特許も２件出願しました。平成17年５月には、実験動物飼育学会の展示会に出展

し、好評を得ました。また、懸案であったコスト面についても、従来比50％削減に成功しました。 

 現在は、某大学にて新型VICでの飼育実験を継続中です。このユーザーレベルでの試験結果をフィード

バックし、平成18年３月末までに製品改良を実施する予定です。その後は、新型VICを製薬関連の展示会

等に出展し、製薬企業、医薬品関連の研究所などへ、積極的に営業提案してまいります。 

  

(3)製薬施設向けクリーンルームの室圧制御システムの開発 

 製薬施設の空調設備において、最も困難な制御のひとつが、各クリーンルーム相互の気圧差を高度に制

御する技術です。 

 このような要求に応えるため、これまでに技術研究所において複数のクリーンルームを設置し、検証実

験を重ね、室間５Paという高レベルの室圧制御を可能とする技術を確立いたしました。今年度は、ドアの

開閉や夜間操業停止時の空調風量ダウンなどの外乱に対応すべく、室圧制御アルゴリズムの開発と実験検

証を進め、特許を２件出願しました。平成18年３月で開発を完了する予定にしております。その後は、製

薬関連の展示会等に出展し、製薬企業に対する提案活動を強化してまいります。 

  



(4)技術資料の作成と社内展開（脱臭技術、ダクト騒音対策、配管腐食対策） 

 老人福祉施設の空調設備技術では、「脱臭技術」が特に重要です。これまでも脱臭技術について調査研

究を進めており、今年度、社内向けに脱臭技術の技術資料をまとめました。これにより、各メーカーが製

品化している脱臭装置の性能比較、コストの検討が容易となりました。 

 次の段階として、最近顧客からの相談、提案依頼が多くなってきている「工場等からの悪臭排気」に対

する調査を進めており、これについても技術資料の拡充を図ってまいります。 

 また、この「脱臭技術」の他に、空調・衛生設備で問題となるものに、「ダクト騒音対策」と「配管腐

食対策」があります。これらの技術資料も作成し、平成17年９月から平成17年11月にかけて、全国の設

計、施工の技術者に対して、教育セミナーを実施いたしました。施工後のトラブル発生を未然に防止する

ことを目的として、社内技術者の技術力の維持向上を図っております。 

  

(5)ダクト工事のコストダウンへの取り組み 

 空調設備工事のコスト中で、かなりのウエイトを占めているのが、ダクト設備です。ダクト板材を薄く

することで、材料費の圧縮と、軽量化による設置作業時間の短縮が見込まれます。当社では、薄くて軽い

補強リブ付ダクトに関して、性能検証を実施しています。 

 従来の板厚のダクトと同等の性能を有することが検証でき次第、多くの現場に薄板リブダクトを導入

し、建築設備工事に求められるローコスト、短工期に対応してまいります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において売却した主な設備は以下のとおりであります。 

 
  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

平成17年６月６日開催の取締役会において、資産の流動化の一環として、次の固定資産の売却を決議

し、平成17年10月に売却しました。なお、名古屋支社は賃貸用事務所に移転いたしました。 

 
  

会社名 所在地 設備の内容 売却時期
前期末帳簿価額 
（百万円）

提出会社 埼玉県所沢市 独身寮（土地・建物） 平成17年4月 243

提出会社 東京都杉並区 独身寮（土地・建物） 平成17年4月 135

提出会社 埼玉県川口市 社宅（土地・建物） 平成17年9月 163

提出会社
神奈川県川崎市
宮前区

社宅（土地・建物） 平成17年9月 65

会社名
事業所名
（所在地）

帳簿価額
（百万円）

建物及び
構築物

工具器具
備品

土地
（面積㎡）

合計

提出会社
名古屋支社 
（名古屋市中区）

33 1
1

(497)
36



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる。」旨を定款に定めております。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月16日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 45,963,803 45,963,803

大阪証券取引所
市場第一部
東京証券取引所
市場第一部

―

計 45,963,803 45,963,803 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

(自)平成17年４月１日 
(至)平成17年９月30日

― 45,963 ― 4,479 ― 4,716



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、1,251千株であり

ます。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 単元未満株式数には次の株式が含まれております。 

 
２ 「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ  

2,000株(議決権２個)及び200株含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社ＵＦＪ銀行 名古屋市中区錦３－21－24 2,163 4.71

有楽橋ビル株式会社 東京都中央区銀座２－２－17 1,826 3.97

ダイダン従業員持株会 大阪市西区江戸堀１－９－25 1,602 3.49

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海１－８－11 1,251 2.72

株式会社みずほ銀行 
(常任代理人資産管理サービス
信託銀行株式会社)

東京都千代田区内幸町１－１－５
（東京都中央区晴海１－８－12）

1,222 2.66

東京大元持株会 東京都千代田区富士見２－15－10 1,164 2.53

モルガンスタンレーアンドカン
パニーインターナショナルリミ
テッド 
（常任代理人モルガン・スタン
レー証券会社東京支店）

25 CABOT SQUARE,CANARY WHARF LONDON 
E14 4QA ENGLAND 
（東京都渋谷区恵比寿４－20－３）

1,152 2.51

三信株式会社 東京都新宿区西新宿１－６－１ 1,118 2.43

大阪大元持株会 大阪市西区江戸堀１－９－25 1,115 2.43

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 1,089 2.37

計 ― 13,705 29.82

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)  
普通株式 1,006,000 ― ―

完全議決権株式(その他)  
普通株式 44,116,000 44,116 ―

単元未満株式  
普通株式 841,803 ― ―

発行済株式総数 45,963,803 ― ―

総株主の議決権 ― 44,116 ―

当社所有の自己株式 293株

株式会社大電工事所有の相互保有株式 400株



② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。 

役職の異動 

  

 
  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己株式) 
ダイダン株式会社

大阪市西区江戸堀 
１－９－25

974,000 ― 974,000 2.12

(相互保有株式) 
株式会社大電工事

名古屋市東区主税町４－66 32,000 ― 32,000 0.07

計 ― 1,006,000 ― 1,006,000 2.19

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 799 716 679 750 800 829

最低(円) 660 603 592 670 710 756

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

常務取締役 施工技術本部長 取締役 施工技術本部長 西内 義充 平成17年７月１日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規

則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載しております。 

ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表

等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府

令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しておりま

す。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24

年建設省令第14号)に準じて記載しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第

５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年

９月30日まで)及び前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)並びに当中間連結会計

期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けて

おります。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※２ 23,580 22,798 22,739 

 ２ 受取手形及び 
   完成工事未収入金

37,267 43,358 58,646 

 ３ 有価証券 100 100 100 

 ４ 未成工事支出金等 32,545 36,039 25,319 

 ５ その他 8,190 7,741 8,210 

   貸倒引当金 △238 △228 △251

     流動資産合計 101,445 81.3 109,810 83.5 114,764 84.1 

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１ 5,408 4,065 4,986 

 ２ 無形固定資産 1,068 733 860 

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 11,592 13,546 11,407 

  (2) その他 6,606 4,125 5,366 

    貸倒引当金 △1,293 16,905 △831 16,840 △845 15,928 

     固定資産合計 23,381 18.7 21,639 16.5 21,776 15.9 

   資産合計 124,827 100.0 131,449 100.0 136,540 100.0 



 
  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び 
   工事未払金

※２ 39,061 45,674 56,525 

 ２ 短期借入金 ※２ 8,436 7,601 8,496 

 ３ 未成工事受入金 20,259 19,115 12,316 

 ４ 完成工事補償引当金 74 94 76 

 ５ 工事損失引当金 ― 892 592

 ６ その他 6,272 5,908 5,342 

     流動負債合計 74,104 59.4 79,286 60.3 83,350 61.0 

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 2,941 2,715 3,264 

 ２ 退職給付引当金 3,270 3,193 3,216 

 ３ 役員退職慰労引当金 430 492 470 

 ４ その他 7 4 3 

     固定負債合計 6,651 5.3 6,406 4.9 6,954 5.1 

   負債合計 80,755 64.7 85,693 65.2 90,305 66.1 

(少数株主持分)

   少数株主持分 92 0.1 125 0.1 119 0.1 

(資本の部)

Ⅰ 資本金 4,479 3.6 4,479 3.4 4,479 3.3 

Ⅱ 資本剰余金 4,781 3.8 4,782 3.6 4,782 3.5 

Ⅲ 利益剰余金 33,321 26.7 33,618 25.6 35,112 25.7 

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

1,895 1.5 3,264 2.5 2,264 1.7 

Ⅴ 為替換算調整勘定 △48 △0.0 △25 △0.0 △44 △0.0

Ⅵ 自己株式 △450 △0.4 △488 △0.4 △478 △0.4

   資本合計 43,979 35.2 45,630 34.7 46,115 33.8 

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

124,827 100.0 131,449 100.0 136,540 100.0 



② 【中間連結損益計算書】 

  

 

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 完成工事高 54,673 100.0 59,864 100.0 156,175 100.0 

Ⅱ 完成工事原価 50,821 93.0 56,190 93.9 144,316 92.4 

   完成工事総利益 3,851 7.0 3,674 6.1 11,859 7.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 5,642 10.3 5,072 8.4 10,468 6.7 

    営業利益又は 
    営業損失(△)

△1,790 △3.3 △1,398 △2.3 1,391 0.9 

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 6 6 15 

   受取配当金 71 72 120 

   保険金収入 ― 116 ―

   為替差益 99 120 73 

   連結調整勘定償却額 1 ― 2 

   持分法による 
   投資利益

15 ― 15 

   その他 18 213 0.4 10 327 0.5 58 285 0.2 

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 109 107 229 

   支払保証料 ― 16 25

   その他 22 132 0.2 0 125 0.2 10 264 0.2 

    経常利益又は 
    経常損失(△)

△1,709 △3.1 △1,196 △2.0 1,412 0.9 

Ⅵ 特別利益

   固定資産売却益 ※２ 37 237 324 

   投資有価証券売却益 19 10 671 

   貸倒引当金戻入益 15 73 0.1 17 265 0.4 ― 995 0.6 

Ⅶ 特別損失

   固定資産売却損 ※３ 26 196 134 

   固定資産除却損 45 5 118 

   投資有価証券売却損 ― ― 2 

   投資有価証券評価損 ― 18 8 

   ゴルフ会員権等 
   評価損

※４ ― ― 109 

   減損損失 ※５ ― 135 ―

   その他 ― 71 0.1 ― 355 0.6 28 401 0.2 

    税金等調整前中間 
    (当期)純利益又は 
    純損失(△)

△1,707 △3.1 △1,286 △2.2 2,006 1.3 

    法人税、住民税 
    及び事業税

※６ 117 100 981 

    法人税等調整額 ※６ △579 △461 △0.8 △398 △298 △0.5 227 1,208 0.8 

    少数株主利益 3 0.0 9 0.0 30 0.0

    中間(当期)純利益 
    又は純損失(△)

△1,249 △2.3 △997 △1.7 766 0.5 



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 4,716 4,782 4,716

Ⅱ 資本剰余金増加高

 １ 自己株式処分差益 65 65 0 0 66 66

Ⅲ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高

4,781 4,782 4,782

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 35,056 35,112 35,056

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 ― ― ― ― 766 766

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 株主配当金 484 494 709

 ２ 役員賞与金 1 1 1

 ３ 中間純損失 1,249 1,734 997 1,493 ― 710

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高

33,321 33,618 35,112



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 税金等調整前中間(当期)純利益又は 
 純損失(△)

△1,707 △1,286 2,006

 減価償却費 205 186 392
 連結調整勘定償却額 △1 0 △2
 貸倒引当金の増減額 △380 △1 △778
 退職給付引当金・ 
 役員退職慰労引当金の増減額

△42 △1 △170

 受取利息及び受取配当金 △78 △79 △135
 支払利息 109 107 229
 持分法による投資損益 △15 ― △15

 減損損失 ― 135 ―

 投資有価証券評価損 ― 18 8
 投資有価証券売却損益 △19 △10 △668
 固定資産売却損益 △11 △40 △189
 固定資産除却損 45 5 118

 ゴルフ会員権等評価損 ― ― 5

 役員賞与支払額 △2 △3 △2

 売上債権の増減額 10,865 15,239 △9,998
 未成工事支出金の増減額 △11,245 △10,723 △4,018
 その他の流動資産の増減額 418 1,262 △105
 仕入債務の増減額 △10,270 △10,851 7,194
 未成工事受入金の増減額 6,269 6,798 △1,673
 その他の流動負債の増減額 748 1,628 △331
     小計 △5,113 2,384 △8,136
 利息及び配当金受取額 77 79 136
 利息支払額 △109 △107 △222
 法人税等の支払額 △399 △844 △522

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

△5,545 1,511 △8,744

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
 定期預金の預入による支出 ― ― △0
 定期預金の払戻による収入 ― ― 10
 有価証券の取得による支出 △49 △49 △99
 有価証券の売却による収入 49 49 99
 信託受益権の取得による支出 △534 ― △534
 信託受益権の償還による収入 3,196 ― 3,196
 有形固定資産の取得による支出 △23 △26 △27
 有形固定資産の売却による収入 39 786 544
 投資有価証券の取得による支出 △167 △466 △246
 投資有価証券の売却による収入 20 15 1,677
 貸付による支出 △46 △7 △40
 貸付の回収による収入 44 28 67
 その他の固定資産の取得による支出 △70 △137 △187
 その他の固定資産の売却による収入 196 263 461

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

2,654 455 4,921

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
 短期借入れによる収入 10,998 9,743 29,070
 短期借入金の返済による支出 △10,518 △10,156 △28,280
 長期借入れによる収入 2,050 750 4,100
 長期借入金の返済による支出 △2,308 △1,779 △4,286
 自己株式の取得による支出 △9 △10 △37
 自己株式の売却による収入 549 0 550
 配当金の支払額 △484 △494 △709
 少数株主への配当金支払額 △0 △2 △0

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

276 △1,950 406

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 37 41 11
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △2,575 59 △3,405
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 26,118 22,712 26,118

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

23,543 22,771 22,712



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事
項

 すべての子会社(11社)を連結
しております。 
 主要な連結子会社の名称 
  ダイダンサービス関東㈱ 
  ㈱京ガス 
  ダイダンサービス関西㈱ 
  MERINO O.D.D.SDN.BHD.

同左 同左

２ 持分法の適用に関する
事項

持分法を適用した関連会社数 
１社 
 会社の名称 
 CNA ENGINEERS PTE LTD. 
 上記の関連会社の中間決算日
は中間連結決算日と異なってお
りますが、当該会社の中間会計
期間に係る中間財務諸表を使用
しております。 
 なお、平成16年11月に当社が
所有するすべての同社株式を売
却しております。

 持分法を適用した非連結子会
社又は関連会社はありません。

 前連結会計年度まで持分法を
適用していたCNA  ENGINEERS 
PTE LTD.は平成16年11月に全株
式を売却したため、当連結会計
年度の上半期まで持分法を適用
し、下半期期首において持分法
の適用の範囲から除外しており
ます。 
 なお、その他に持分法を適用
した非連結子会社又は関連会社
はありません。

３ 連結子会社の中間決算
日(決算日)等に関する事
項

 連結子会社のうち次の３社の
中間決算日は６月30日でありま
す。 
 MERINO O.D.D. SDN.BHD. 
 THAI O.D.D. CO.,LTD. 
 DAI-DAN PHILIPPINES,INC. 
 中間連結財務諸表の作成にあ
たっては、中間決算日現在の中
間財務諸表を使用し、中間連結
決算日との間に生じた重要な取
引については、連結上必要な調
整を行っております。

同左  連結子会社のうち次の３社の
決算日は12月31日であります。 
 MERINO O.D.D. SDN.BHD. 
 THAI O.D.D. CO.,LTD. 
 DAI-DAN PHILIPPINES,INC. 
 連結財務諸表の作成にあたっ
ては、同日現在の財務諸表を使
用し、連結決算日との間に生じ
た重要な取引については、連結
上必要な調整を行っておりま
す。

４ 会計処理基準に関する
事項
 (1) 重要な資産の評価基

準及び評価方法
① 有価証券
  満期保有目的の債券
   償却原価法 (定額法)
  その他有価証券
   時価のあるもの
    中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法
(評価差額は、全部資本
直入法により処理し、売
却原価は、移動平均法に
より算定)

① 有価証券
  満期保有目的の債券

同左
  その他有価証券
   時価のあるもの

同左

① 有価証券
  満期保有目的の債券

同左
  その他有価証券
   時価のあるもの
    連結決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価
差額は、全部資本直入法
により処理し、売却原価
は、移動平均法により算
定)

   時価のないもの
    移動平均法に基づく原

価法

   時価のないもの
同左

   時価のないもの
同左

② デリバティブ 
  時価法

② デリバティブ
同左

② デリバティブ
同左

③ たな卸資産
  未成工事支出金
   個別法に基づく原価法
  材料貯蔵品
   移動平均法に基づく低価
法

③ たな卸資産
  未成工事支出金

同左
  材料貯蔵品

同左

③ たな卸資産
  未成工事支出金

同左
  材料貯蔵品

同左

 (2) 重要な減価償却資産
の減価償却の方法

 

① 有形固定資産
 当社及び国内連結子会社

  建物 
  (附属設備を除く)

定額法

  その他 定率法
 在外連結子会社 定額法

  なお、主な耐用年数は以下
のとおりであります。
  建物及び構築物 15～50年

① 有形固定資産
同左

① 有形固定資産
同左

 
② 無形固定資産 定額法

 なお、自社利用のソフトウェ
アについては、社内における利
用可能期間(５年)に基づく定額
法を採用しております。

② 無形固定資産
同左

② 無形固定資産
同左



項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 (3) 重要な引当金の計上

基準

① 貸倒引当金

  完成工事未収入金、貸付金

等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

① 貸倒引当金

同左

① 貸倒引当金

同左

② 完成工事補償引当金

  完成工事に対するかし担保

補償の目的をもって設定した

もので、補償対象工事に対

し、過去の実績を基礎に将来

の補償見込を加味して計上し

ております。

② 完成工事補償引当金

同左

② 完成工事補償引当金

同左

――― ③ 工事損失引当金 

 手持受注工事の将来の損失

に備えるため、損失発生の可

能性が高く、かつ、その金額

を合理的に見積もることがで

きる工事について、その損失

見積額を計上しております。

③ 工事損失引当金

同左

④ 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。

  数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)による

定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとして

おります。

④ 退職給付引当金

同左

④ 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、計上し

ております。

  数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)による

定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとし、

過去勤務債務は、その発生年

度に一括処理しております。

⑤ 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支払い

に備えるため、内規に基づく

中間期末要支給額を引当計上

しております。

⑤ 役員退職慰労引当金

同左

⑤ 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支払い

に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を引当計上して

おります。

 (4) 重要なリース取引の

処理方法

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。

同左 同左



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 (5) 重要なヘッジ会計の

方法

① ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理を採用して

おります。

① ヘッジ会計の方法

  特例処理を採用しておりま

す。

① ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理を採用して

おります。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

    ヘッジ手段 金利スワップ 

        取引 

  ヘッジ対象 長期借入金の 

        支払利息 

              非上場株式の 

       受取配当金

② ヘッジ手段とヘッジ対象

    ヘッジ手段 金利スワップ 

        取引 

  ヘッジ対象 長期借入金の 

        支払利息

② ヘッジ手段とヘッジ対象

    ヘッジ手段 金利スワップ 

        取引 

  ヘッジ対象 非上場株式の 

        受取配当金

③ ヘッジ方針

  長期借入金の支払利息につ

いては、金利変動リスクを回

避するため、デリバティブ取

引を利用しております。ま

た、非上場株式の受取配当金

については、当該株式の配当

金が市場金利を基礎として決

定されることから、市場金利

の変動による受取配当金の変

動リスクを回避するため、デ

リバティブ取引を利用してお

ります。なお、投機目的によ

るデリバティブ取引は、行わ

ない方針であります。

③ ヘッジ方針

  長期借入金の支払利息につ

いては、金利変動リスクを回

避するため、デリバティブ取

引を利用しております。な

お、投機目的によるデリバテ

ィブ取引は、行わない方針で

あります。

③ ヘッジ方針

  非上場株式の受取配当金に

ついては、当該株式の配当金

が市場金利を基礎として決定

されることから、市場金利の

変動による受取配当金の変動

リスクを回避するため、デリ

バティブ取引を利用しており

ます。なお、投機目的による

デリバティブ取引は、行わな

い方針であります。

 

④ ヘッジの有効性評価の方法

  ヘッジ対象のキャッシュ・

フロー変動の累計とヘッジ手

段のキャッシュ・フロー変動

の累計とを比率分析する方法

により行っております。

④ ヘッジの有効性評価の方法

  金利スワップ取引の特例処

理を採用しているため、有効

性の評価を省略しておりま

す。

④ ヘッジの有効性評価の方法

  ヘッジ対象のキャッシュ・

フロー変動の累計とヘッジ手

段のキャッシュ・フロー変動

の累計とを比率分析する方法

により行っております。

 (6) その他中間連結財務

諸表(連結財務諸表)

作成のための基本と

なる重要な事項

① 完成工事高の計上基準

  工事完成基準によっており

ます。なお、一部の工事につ

いて、法人税法に規定する延

払基準を適用しており、未回

収額に対応する利益相当額を

完成工事原価に算入して、利

益を繰延べる方法によってお

ります。また、在外連結子会

社は工事進行基準によってお

ります。

① 完成工事高の計上基準

  工事完成基準によっており

ます。なお、一部の工事につ

いて、法人税法に規定する延

払基準を適用しており、未回

収額に対応する利益相当額を

完成工事原価に算入して、利

益を繰延べ、回収時に戻入れ

る方法によっております。ま

た、在外連結子会社は工事進

行基準によっております。

① 完成工事高の計上基準

  工事完成基準によっており

ます。なお、一部の工事につ

いて、法人税法に規定する延

払基準を適用しており、未回

収額に対応する利益相当額を

完成工事原価に算入して、利

益を繰延べる方法によってお

ります。また、在外連結子会

社は工事進行基準によってお

ります。

繰延利益実現額 12百万円

繰延利益控除額 ―

計 12

繰延利益戻入額 13百万円

繰延利益控除額 ―

計 13

繰延利益控除額 37百万円

繰延利益実現額 12

差引 24

② 消費税等の会計処理

  税抜方式によっておりま

す。

② 消費税等の会計処理

同左

② 消費税等の会計処理

同左

５ 中間連結キャッシュ・

フロー計算書(連結キャ

ッシュ・フロー計算書)

における資金の範囲

 中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現金、要

求払預金及び取得日から３か月

以内に満期日の到来する定期預

金及び満期日又は償還日等の定

めのない容易に換金可能であ

り、価格変動について僅少なリ

スクしか負わない短期的な投資

であります。

同左  連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金、要求払

預金及び取得日から３か月以内

に満期日の到来する定期預金及

び満期日又は償還日等の定めの

ない容易に換金可能であり、価

格変動について僅少なリスクし

か負わない短期的な投資であり

ます。



会計方針の変更 

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
 至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日)

――― １ 固定資産の減損に係る会計基準 

 当中間連結会計期間より、「固定

資産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会 平

成14年8月9日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第6号)を適用

しております。 

 これにより税金等調整前中間純損

失が135百万円増加しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

しております。 

―――

――― ２ 手持受注工事の予定損失 

 手持受注工事に係る予定損失につ

いて、従来は未成工事支出金の減額

処理をしておりましたが、前連結会

計年度の下期より、工事損失引当金

として連結貸借対照表の負債の部

（流動負債）に計上する方法へ変更

しております。 

 この変更は、前連結会計年度の下

期において手持受注工事に係る予定

損失の処理を見直し、連結貸借対照

表の計上区分を変更したものであ

り、前中間連結会計期間は、未成工

事支出金より減額処理をしておりま

す。従って、前中間連結会計期間に

変更後の方法によった場合において

も損益への影響はありません。 

 なお、前中間連結会計期間に未成

工事支出金から減額している金額は

936百万円であります。

２ 手持受注工事の予定損失 

 手持受注工事に係る予定損失につ

いて、従来は未成工事支出金の減額

処理をしておりましたが、工事損失

引当金を計上する会計処理が広く一

般に採用されるようになってきたこ

とから、連結貸借対照表上、明瞭に

表示するため、当連結会計年度より

工事損失引当金として連結貸借対照

表の負債の部（流動負債）に計上す

る方法へ変更しております。この変

更による当連結会計年度の損益に与

える影響はありません。 

 なお、前連結会計年度に未成工事

支出金から減額している金額は569百

万円であります。 

 また、この変更は、工事損失引当

金を計上する会計処理が広く一般に

採用されるようになってきたことか

ら、当連結会計年度下半期において

手持受注工事に係る予定損失の処理

を見直し、連結貸借対照表の計上区

分を変更し、明瞭に表示することと

したものであり、当中間連結会計期

間は従来どおり、未成工事支出金よ

り減額処理しております。従って、

当中間連結会計期間に変更後の方法

によった場合においても損益への影

響はありません。なお、中間連結会

計期間に未成工事支出金から減額し

ている金額は936百万円であります。



 
  

表示方法の変更 
  

 
  

追加情報 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
 至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日)

――― ――― ３ 退職給付引当金 

 「『退職給付に係る会計基準』の

一部改正」（企業会計基準第3号 平

成17年3月16日）及び「『退職給付に

係る会計基準』の一部改正に関する

適用指針」（企業会計基準適用指針

第7号 平成17年3月16日）が平成17年

3月31日に終了する連結会計年度から

適用できることになったため、当連

結会計年度から同会計基準及び同適

用指針を適用し、従来の未認識年金

資産の会計処理の方法を変更してお

ります。これにより営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益は

166百万円増加しております。

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

（中間連結損益計算書関係） 

 営業外収益の「不動産賃貸料」及び「保険金収入」

は、当中間連結会計期間において、金額的重要性が乏し

くなったため、「その他」に含めております。 

 なお、当中間連結会計期間の「その他」に含まれてい

る「不動産賃貸料」は４百万円、「保険金収入」は１百

万円であります。

（中間連結損益計算書関係） 

 営業外収益の「保険金収入」は、当中間連結会計期間

において、営業外収益の100分の10を超えたため、区分

掲記しております。

 なお、前中間連結会計期間は営業外収益の「その他」

に１百万円含まれております。

 営業外費用の「支払保証料」は、当中間連結会計期間

において、営業外費用の100分の10を超えたため、区分

掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間は営業外費用の「その他」

に13百万円含まれております。

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日)

――― （退職給付引当金） 

 前連結会計年度の下期から「『退

職給付に係る会計基準』の一部改

正」（企業会計基準第3号 平成17年

3月16日）及び「『退職給付に係る会

計基準』の一部改正に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第7号

平成17年3月16日）を適用し、未認識

年金資産の会計処理の方法を変更し

ております。この変更により、当中

間連結会計期間は、前中間連結会計

期間と同様の会計処理の方法を適用

していた場合に比べて、営業損失、

経常損失及び税金等調整前中間純損

失は83百万円減少しております。

――― 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 
  

 
  

(中間連結損益計算書関係) 
  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額

は、4,983百万円であります。

※１ 有形固定資産減価償却累計額

は、4,205百万円であります。

※１ 有形固定資産減価償却累計額

は、4,813百万円であります。

 

※２ 担保資産

    下記の資産は、長期借入金

226百万円及び短期借入金(長

期借入金からの振替分)443百

万円の担保に供しておりま

す。

定期預金 27百万円

投資有価証券 1,551

計 1,578
 

 

※２ 担保資産

    担保に供している資産並び

に対応する債務は次のとおり

であります。
   担保資産

定期預金 27百万円

投資有価証券 1,096

計 1,123

   対応する債務

１年内返済予
定長期借入金

329百万円

長期借入金 322
出資会社の債
務9,732百万
円のうち当社
出資割合相当
分

442

計 1,093

 

※２ 担保資産

    担保に供している資産並び

に対応する債務は次のとおり

であります。

   担保資産

定期預金 27百万円

投資有価証券 1,007

計 1,034

   対応する債務

工事未払金 245百万円

１年内返済予
定長期借入金

361

長期借入金 379

出資会社の債
務676百万円
のうち当社出
資割合相当分

135

計 1,120

 ３ 受取手形裏書譲渡高は、17百

万円であります。

 ３ 受取手形裏書譲渡高は、30百

万円であります。

 ３ 受取手形裏書譲渡高は、18百

万円であります。

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主な

ものは次のとおりであります。

従業員 
給料手当

1,863百万円

退職給付費用 298

役員退職慰労 
引当金繰入額

39

電算費 626

通信交通費 475

貸倒引当金 
繰入額

175

減価償却費 198

※１ 販売費及び一般管理費の主な

ものは次のとおりであります。

従業員
給料手当

1,639百万円

退職給付費用 223

役員退職慰労
引当金繰入額

39

電算費 607

通信交通費 443

貸倒引当金
繰入額

16

減価償却費 185

※１ 販売費及び一般管理費の主な

ものは次のとおりであります。

従業員
給料手当

3,464百万円

退職給付費用 434

役員退職慰労 
引当金繰入額

79

電算費 1,206

通信交通費 916

貸倒引当金 
繰入額

35

減価償却費 377

―――

 

※２ 固定資産売却益の内容は次の

とおりであります。

土地 229百万円

建物及び構築
物

7

計 237
 

※２ 固定資産売却益の内容は次の

とおりであります。

建物及び構築
物、土地

280百万円

ゴルフ会員権 43

計 324   



前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

――― ※３ 固定資産売却損の内容は次の

とおりであります。

※３ 固定資産売却損の内容は次の

とおりであります。

 

建物及び構築
物

109百万円

土地 71

機械装置 14

その他 1

計 196

 

建物及び構築
物、土地

130百万円

その他 4

計 134

――― ――― ※４ ゴルフ会員権等評価損には貸

倒引当金繰入額67百万円を含め

ております。

―――

 

※５ 減損損失 

 当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計

上しました。

用途 種類 場所 減損損失

遊休
資産

土地及び
建物

埼玉県
所沢市

48百万円

土地及び
建物

千葉県
市川市

21

土地及び
建物

千葉県
柏市

14

土地及び
建物等

その他 50

計 135

 当社グループは、概ね独立し

た収益を生み出すか否かを資産

グルーピングの基礎とし、事業

用資産は継続的に収支把握を行

っている管理会計上の地域別の

事業所単位でグルーピングして

おり、また、賃貸資産及び遊休

資産は個別物件ごとにグルーピ

ングしております。 

 地価の下落等により、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（135百

万円）として特別損失に計上し

ております。 

 減損損失の内訳は、土地69百

万円、建物65百万円、その他０

百万円であります。 

 なお、資産グループの回収可

能額は正味売却額により測定

し、不動産鑑定による評価額等

に基づいて評価しております。

―――



 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※６ 中間連結会計期間に係る納付

税額及び法人税等調整額は、当

連結会計年度において予定して

いる利益処分による固定資産圧

縮積立金の取崩しを前提とし

て、当中間連結会計期間に係る

金額を計算しております。

※６ 同左 ―――

 ７ 完成工事高の季節的変動

    当社グループの完成工事高

は、通常の営業の形態とし

て、上半期に比べ下半期に完

成する工事の割合が大きいた

め、連結会計年度の上半期の

完成工事高と下半期の完成工

事高との間に著しい相違があ

り、上半期と下半期の業績に

季節的変動があります。

    当中間連結会計期間末に至

る１年間の完成工事高は、次

のとおりであります。

前連結会計 
年度下半期

95,414百万円

当中間連結 
会計期間

54,673

計 150,088

 ７ 完成工事高の季節的変動

    当社グループの完成工事高

は、通常の営業の形態とし

て、上半期に比べ下半期に完

成する工事の割合が大きいた

め、連結会計年度の上半期の

完成工事高と下半期の完成工

事高との間に著しい相違があ

り、上半期と下半期の業績に

季節的変動があります。

    当中間連結会計期間末に至

る１年間の完成工事高は、次

のとおりであります。

前連結会計
年度下半期

101,502百万円

当中間連結
会計期間

59,864

計 161,366

―――

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 23,580百万円

有価証券勘定 100

計 23,680

預入期間が３か月 
を超える定期預金

△37

追加型公社債 
投資信託以外の 
有価証券

△100

現金及び 
現金同等物

23,543

 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 22,798百万円

有価証券勘定 100

計 22,899

預入期間が３か月
を超える定期預金

△27

追加型公社債
投資信託以外の 
有価証券

△100

現金及び 
現金同等物

22,771

 

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

現金及び預金勘定 22,739百万円

有価証券勘定 100

計 22,840

預入期間が３か月 
を超える定期預金

△27

追加型公社債
投資信託以外の 
有価証券

△100

現金及び
現金同等物

22,712



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

○ リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 １ リース物件の取得価

額相当額、減価償却累

計額相当額及び中間期

末(期末)残高相当額

 

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

工具 
器具・ 
備品

953 524 428 

無形 
固定 
資産

2,172 1,062 1,110 

合計 3,125 1,586 1,538 

 

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械 

装置
373 18 355

工具
器具・
備品

760 523 236

無形
固定 
資産

2,317 1,485 831

合計 3,451 2,027 1,423

 

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額

(百万円)

工具
器具・
備品

1,320 621 698 

無形
固定 
資産

2,318 1,394 923 

合計 3,638 2,016 1,622 

 ２ 未経過リース料中間

期末(期末)残高相当額

 

１年以内 725百万円

１年超 837

計 1,563
 

１年以内 695百万円

１年超 753

計 1,449
 

１年以内 762百万円

１年超 999

計 1,762

 ３ 支払リース料、減価

償却費相当額及び支払

利息相当額

 

支払リース料 396百万円

減価償却費 
相当額

381

支払利息相当額 15
 

支払リース料 418百万円

減価償却費
相当額

397

支払利息相当額 21
 

支払リース料 802百万円

減価償却費 
相当額

659

支払利息相当額 33

 ４ 減価償却費相当額の

算定方法

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

同左 同左

 ５ 利息相当額の算定方

法

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。

同左 同左

  （減損損失について） ―――  リース資産に配分された減損

損失はありません。

―――



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日現在) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のあるものについて減損処理を行っているものはありま

せん。なお、減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50%以上下落した場合に

はすべて減損処理を行い、30～50%程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について

減損処理を行っております。 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

 
  

種類
中間連結貸借

対照表計上額(百万円)
時価
(百万円)

差額 
(百万円)

社債 200 201 1

合計 200 201 1

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 4,956 8,177 3,220

(2) 債券

社債 2 3 0

(3) その他 102 93 △8

合計 5,061 8,273 3,212

区分 種類
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円)

(1) 満期保有目的の債券 割引金融債 99

非上場外国債券 0

合計 100

(2) その他有価証券
非上場株式 
(店頭売買株式を除く)

2,686

合計 2,686



当中間連結会計期間末(平成17年９月30日現在) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のあるものについて減損処理を行っているものはありま

せん。なお、減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50%以上下落した場合に

はすべて減損処理を行い、30～50%程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた銘柄につい

て減損処理を行っております。 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

 
  

種類
中間連結貸借

対照表計上額(百万円)
時価
(百万円)

差額 
(百万円)

社債 200 201 1

合計 200 201 1

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 4,781 10,314 5,532

(2) 債券

社債 2 3 1

合計 4,784 10,318 5,534

区分 種類
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円)

(1) 満期保有目的の債券 割引金融債 99

非上場外国債券 0

合計 100

(2) その他有価証券 非上場株式 3,028

合計 3,028



前連結会計年度末(平成17年３月31日現在) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて減損処理を行っているものはありませ

ん。なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合にはすべて減損

処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた銘柄について減損処

理を行っております。 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

 
  

種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額 
(百万円)

社債 200 201 1

合計 200 201 1

区分
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

(1) 株式 4,698 8,534 3,836

(2) 債券

社債 2 3 1

合計 4,701 8,538 3,837

区分 種類
連結貸借対照表計上額 

(百万円)

(1) 満期保有目的の債券 割引金融債 99

非上場外国債券 0

合計 100

(2) その他有価証券 非上場株式 2,668

合計 2,668



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

当社は金利スワップ取引を利用しておりますが、ヘッジ会計を適用しているため注記を省略して

おります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 金利関連 

 
 (注)１ 上記の取引は市場取引以外の取引であり、時価は取引金融機関からの提示値を使用しております。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、開示の対象から除いております。 

  

前連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当社は金利スワップ取引を利用しておりますが、ヘッジ会計を適用しているため注記を省略して

おります。 

  

種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

金利スワップ取引 

 受取固定・支払変動
1,000 1,000 △4 △4

合計 1,000 1,000 △4 △4



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

及び前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当企業集団は、設備工事業を営んでおり、当該事業以外に事業の種類がないため、事業の種類別セグ

メント情報の記載を行っておりません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

及び前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメン

ト情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、 

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

及び前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間(当期)純利益又は純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 976.59円 1,014.54円 1,024.98円

１株当たり中間(当期) 
純利益又は純損失(△)

△28.31円 △22.18円 17.18円

潜在株式調整後１株当たり 

中間(当期)純利益

潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、１株当

たり中間純損失であり、また、

潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

同左 潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載してお

りません。

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益又は 
純損失(△)(百万円)

△1,249 △997 766

普通株主に帰属しない金額 
(百万円)

― ― 1

（うち利益処分による役員
賞与金）

（―） （―） （1）

普通株式に係る 
中間(当期)純利益又は 
純損失(△)(百万円)

△1,249 △997 765

期中平均株式数(千株) 44,123 44,984 44,566



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金預金 23,005 22,195 21,896

 ２ 受取手形 9,310 8,676 9,475

 ３ 完成工事未収入金 26,984 33,437 46,647

 ４ 有価証券 100 100 100

 ５ 未成工事支出金 32,086 35,323 25,068

 ６ その他 ※４ 8,629 8,409 8,884

   貸倒引当金 △275 △289 △278

    流動資産合計 99,841 80.8 107,852 83.2 111,795 83.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１ 5,310 3,962 4,892

 ２ 無形固定資産 1,063 728 853

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 11,995 13,839 11,698

  (2) その他 6,502 4,118 5,356

    貸倒引当金 △1,128 △826 △839

    投資その他の 
    資産合計

17,370 17,132 16,214

    固定資産合計 23,743 19.2 21,823 16.8 21,960 16.4

   資産合計 123,585 100.0 129,675 100.0 133,755 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 8,537 8,843 10,900

 ２ 工事未払金 30,126 36,172 43,490

 ３ 短期借入金 ※２ 8,436 7,601 8,496

 ４ 未成工事受入金 20,010 18,915 12,609

 ５ 未払法人税等 153 108 897

 ６ 完成工事補償引当金 73 93 75

 ７ 工事損失引当金 ― 892 592

 ８ その他 5,865 5,472 4,098

    流動負債合計 73,202 59.2 78,098 60.2 81,159 60.7

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 2,941 2,715 3,264

 ２ 退職給付引当金 3,000 2,910 2,936

 ３ 役員退職慰労引当金 430 492 470

 ４ その他 8 4 3

    固定負債合計 6,380 5.2 6,124 4.7 6,674 5.0

   負債合計 79,583 64.4 84,222 64.9 87,834 65.7

(資本の部)

Ⅰ 資本金 4,479 3.6 4,479 3.5 4,479 3.3

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 4,716 4,716 4,716

 ２ その他資本剰余金 65 66 66

   資本剰余金合計 4,781 3.9 4,782 3.7 4,782 3.6

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 1,119 1,119 1,119

 ２ 任意積立金 32,495 32,491 32,495

 ３ 中間(当期)未処分 
   利益又は未処理 
   損失(△)

△325 △202 1,253

   利益剰余金合計 33,289 26.9 33,409 25.8 34,868 26.1

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

1,895 1.5 3,264 2.5 2,264 1.7

Ⅴ 自己株式 △444 △0.3 △483 △0.4 △472 △0.4

   資本合計 44,001 35.6 45,452 35.1 45,921 34.3

   負債・資本合計 123,585 100.0 129,675 100.0 133,755 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 完成工事高 53,086 100.0 58,981 100.0 150,163 100.0

Ⅱ 完成工事原価 49,401 93.1 55,485 94.1 138,705 92.4

   完成工事総利益 3,685 6.9 3,495 5.9 11,457 7.6

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

5,299 9.9 4,901 8.3 10,050 6.7

   営業利益又は 
   営業損失(△)

△1,613 △3.0 △1,406 △2.4 1,406 0.9

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 7 5 13

   受取配当金 71 74 120

   その他 ※１ 118 197 0.3 246 327 0.6 136 270 0.2

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 109 107 228

   その他 14 124 0.2 16 124 0.2 34 263 0.2

   経常利益又は 
   経常損失(△)

△1,539 △2.9 △1,203 △2.0 1,413 0.9

Ⅵ 特別利益 ※２ 73 0.1 265 0.4 995 0.7

Ⅶ 特別損失 ※３ 71 0.1 355 0.6 498 0.3

   税引前中間(当期) 
   純利益又は 
   純損失(△)

△1,538 △2.9 △1,292 △2.2 1,910 1.3

   法人税、住民税 
   及び事業税

※４ 115 69 953

   法人税等調整額 ※４ △578 △463 △0.9 △397 △328 △0.6 228 1,181 0.8

   中間(当期)純利益 
   又は純損失(△)

△1,075 △2.0 △964 △1.6 728 0.5

   前期繰越利益 749 761 749

   中間配当額 ― ― 225

   中間(当期)未処分 
   利益又は未処理 
   損失(△)

△325 △202 1,253



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評

価方法

(1) 有価証券

  満期保有目的の債券

   償却原価法(定額法)

  子会社株式及び関連会社株

式

   移動平均法に基づく原価

法

  その他有価証券

   時価のあるもの

    中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は、全部資本直入法

により処理し、売却原価

は、移動平均法により算

定)

(1) 有価証券

  満期保有目的の債券

同左

  子会社株式及び関連会社株

式

同左

  その他有価証券

   時価のあるもの

同左

(1) 有価証券

  満期保有目的の債券

同左

  子会社株式及び関連会社株

式

同左

  その他有価証券

   時価のあるもの

    決算末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は、全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は、移動平均法により算

定)

   時価のないもの

    移動平均法に基づく原

価法

   時価のないもの

同左

   時価のないもの

同左

(2) デリバティブ

  時価法

(2) デリバティブ

同左

(2) デリバティブ

同左

(3) たな卸資産

  未成工事支出金

   個別法に基づく原価法

  材料貯蔵品

   移動平均法に基づく低価

法

(3) たな卸資産

  未成工事支出金

同左

  材料貯蔵品

同左

(3) たな卸資産

  未成工事支出金

同左

  材料貯蔵品

同左

２ 固定資産の減価償却の

方法

 

(1) 有形固定資産

 建物 
 (附属設備を除く)

定額法

 その他 定率法

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

 建物 15～50年

(1) 有形固定資産

同左

(1) 有形固定資産

同左

 
(2) 無形固定資産 定額法

 なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用して

おります。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  完成工事未収入金、貸付金

等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 完成工事補償引当金

  完成工事に対するかし担保

補償の目的をもって設定した

もので、補償対象工事に対

し、過去の実績を基礎に将来

の補償見込を加味して計上し

ております。

(2) 完成工事補償引当金

同左

(2) 完成工事補償引当金

同左



項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

――― (3) 工事損失引当金

  手持受注工事の将来の損失

に備えるため、損失発生の可

能性が高く、かつ、その金額

を合理的に見積もることがで

きる工事について、その損失

見積額を計上しております。

(3) 工事損失引当金

同左

 

 

(4) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。

  数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定額

法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用

処理することとしておりま

す。

(4) 退職給付引当金

同左

 

 

 

(4) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき、計上しておりま

す。

  数理計算上の差異は、各期

の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生

の翌期から費用処理すること

とし、過去勤務債務は、その

発生年度に一括処理しており

ます。

 

(5) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払い

に備えるため、内規に基づく

中間期末要支給額を引当計上

しております。

(5) 役員退職慰労引当金

同左

(5) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払い

に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を引当計上して

おります。

４ リース取引の処理方法   リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

同左 同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

５ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用して

おります。

(1) ヘッジ会計の方法 

 特例処理を採用しておりま

す。

(1) ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用して

おります。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 金利スワップ 

       取引 

 ヘッジ対象 長期借入金の 

       支払利息

         非上場株式の 

         受取配当金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 金利スワップ 

       取引 

ヘッジ対象 長期借入金の 

      支払利息

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 金利スワップ 

      取引 

ヘッジ対象 非上場株式の 

      受取配当金

(3) ヘッジ方針

  長期借入金の支払利息につ

いては、金利変動リスクを回

避するため、デリバティブ取

引を利用しております。ま

た、非上場株式の受取配当金

については、当該株式の配当

金が市場金利を基礎として決

定されることから、市場金利

の変動による受取配当金の変

動リスクを回避するため、デ

リバティブ取引を利用してお

ります。なお、投機目的によ

るデリバティブ取引は、行わ

ない方針であります。

(3) ヘッジ方針

  長期借入金の支払利息につ

いては、金利変動リスクを回

避するため、デリバティブ取

引を利用しております。な

お、投機目的によるデリバテ

ィブ取引は、行わない方針で

あります。

(3) ヘッジ方針

  非上場株式の受取配当金に

ついては、当該株式の配当金

が市場金利を基礎として決定

されることから、市場金利の

変動による受取配当金の変動

リスクを回避するため、デリ

バティブ取引を利用しており

ます。なお、投機目的による

デリバティブ取引は、行わな

い方針であります。

(4）ヘッジの有効性評価の方法

  ヘッジ対象のキャッシュフ

ロー変動の累計とヘッジ手段

のキャッシュフロー変動の累

計とを比率分析する方法によ

り行っております。

(4）ヘッジの有効性評価の方法

  金利スワップ取引の特例処

理を採用しているため、有効

性の評価を省略しておりま

す。

(4）ヘッジの有効性評価の方法

  ヘッジ対象のキャッシュフ

ロー変動の累計とヘッジ手段

のキャッシュフロー変動の累

計とを比率分析する方法によ

り行っております。

６ その他中間財務諸表

(財務諸表)作成のための

基本となる重要な事項

(1) 完成工事高の計上基準

  工事完成基準によっており

ます。なお、一部の工事につ

いて、法人税法に規定する延

払基準を適用しており、未回

収額に対応する利益相当額を

完成工事原価に算入して、利

益を繰延べる方法によってお

ります。

(1) 完成工事高の計上基準

  工事完成基準によっており

ます。なお、一部の工事につ

いて、法人税法に規定する延

払基準を適用しており、未回

収額に対応する利益相当額を

完成工事原価に算入して、利

益を繰延べ、回収時に戻入れ

る方法によっております。

(1) 完成工事高の計上基準

  工事完成基準によっており

ます。なお、一部の工事につ

いて、法人税法に規定する延

払基準を適用しており、未回

収額に対応する利益相当額を

完成工事原価に算入して、利

益を繰延べる方法によってお

ります。

繰延利益実現額 12百万円

繰延利益控除額 ―

計 12

繰延利益戻入額 13百万円

繰延利益控除額 ―

計 13

繰延利益控除額 37百万円

繰延利益実現額 12

差引 24

(2) 消費税等の会計処理

  税抜方式によっておりま

す。

(2) 消費税等の会計処理

同左

(2) 消費税等の会計処理

同左



会計方針の変更 

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
 至 平成17年９月30日）

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日)

―――

 

 

 

１ 固定資産の減損に係る会計基準 

 当中間会計期間より、「固定資産

の減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成14

年8月9日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会計

基準委員会 平成15年10月31日 企

業会計基準適用指針第6号)を適用し

ております。 

 これにより税引前中間純損失が135

百万円増加しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。 

――― 
 
 
 

――― 
 
 
 

２ 手持受注工事の予定損失 

 手持受注工事に係る予定損失につ

いて、従来は未成工事支出金の減額

処理をしておりましたが、前事業年

度の下期より、工事損失引当金とし

て貸借対照表の負債の部（流動負

債）に計上する方法へ変更しており

ます。 

 この変更は、前事業年度の下期に

おいて手持受注工事に係る予定損失

の処理を見直し、貸借対照表の計上

区分を変更したものであり、前中間

会計期間は、未成工事支出金より減

額処理をしております。従って、前

中間会計期間に変更後の方法によっ

た場合においても損益への影響はあ

りません。 

 なお、前中間会計期間に未成工事

支出金から減額している金額は936百

万円であります。

２ 手持受注工事の予定損失 

 手持受注工事に係る予定損失につ

いて、従来は未成工事支出金の減額

処理をしておりましたが、工事損失

引当金を計上する会計処理が広く一

般に採用されるようになってきたこ

とから、貸借対照表上、明瞭に表示

するため、当期から工事損失引当金

として貸借対照表の負債の部（流動

負債）に計上する方法へ変更してお

ります。この変更による当期の損益

に与える影響はありません。 

 なお、前期に未成工事支出金から

減額している金額は569百万円であり

ます。 

 また、この変更は、工事損失引当

金を計上する会計処理が広く一般に

採用されるようになってきたことか

ら、当下期において手持受注工事に

係る予定損失の処理を見直し、貸借

対照表の計上区分を変更し、明瞭に

表示することとしたものであり、当

中間期は従来どおり、未成工事支出

金より減額処理しております。従っ

て、当中間期に変更後の方法によっ

た場合においても損益への影響はあ

りません。なお、当中間期に未成工

事支出金から減額している金額は936

百万円であります。



 
  

表示方法の変更 

  

 
  

追加情報 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
 至 平成17年９月30日）

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日)

――― 
 
 
 

―――
 
 
 

３ 退職給付引当金 

 「『退職給付に係る会計基準』の

一部改正」（企業会計基準第3号 平

成17年3月16日）及び「『退職給付に

係る会計基準』の一部改正に関する

適用指針」（企業会計基準適用指針

第7号 平成17年3月16日）が平成17

年3月31日に終了する営業年度から適

用できることになったため、当期か

ら同会計基準及び同適用指針を適用

し、従来の未認識年金資産の会計処

理の方法を変更しております。これ

により営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益は166百万円増加してお

ります。

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

（中間損益計算書関係） 

 営業外収益の「受取配当金」は、金額的重要性が増し

たため、当中間会計期間より区分掲記しております。な

お、前中間会計期間は「その他」に52百万円含まれてお

ります。

―――

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
  至 平成17年３月31日)

――― （退職給付引当金） 

 前事業年度の下期から「『退職給

付に係る会計基準』の一部改正」

（企業会計基準第3号 平成17年3月

16日）及び「『退職給付に係る会計

基準』の一部改正に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第7号

平成17年3月16日）を適用し、未認識

年金資産の会計処理の方法を変更し

ております。この変更により、当中

間会計期間は、前中間会計期間と同

様の会計処理の方法を適用していた

場合に比べて、営業損失、経常損失

及び税引前中間純損失は83百万円減

少しております。

―――



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額

は、4,780百万円であります。

※１ 有形固定資産減価償却累計額

は、4,006百万円であります。

※１ 有形固定資産減価償却累計額

は、4,610百万円であります。

 

※２ 担保資産

   下記の資産は、長期借入金

226百万円及び短期借入金(長期

借入金からの振替分)443百万円

の担保に供しております。

投資有価証券 1,551百万円
 

※２ 担保資産

   担保に供している資産並びに

対応する債務は次のとおりであ

ります。

  担保資産

投資有価証券 1,096百万円

  対応する債務

１年内返済予定
長期借入金

329百万円

長期借入金 322

出資会社の債務
9,732百万円の
うち当社出資割
合相当分

442

計 1,093

 

※２ 担保資産

   担保に供している資産並びに

対応する債務は次のとおりであ

ります。

  担保資産

投資有価証券 1,007百万円

  対応する債務

１年内返済予定 
長期借入金

361百万円

長期借入金 379

出資会社の債務
676百万円のう
ち当社出資割合
相当分

135

計 875

 ３ 偶発債務

   連結子会社であるMERINO 

O.D.D. SDN. BHD.の受注工事に

対する契約履行保証に伴い、銀

行が保証状を発行したことに対

する保証244百万円(８百万RM)

を行っております。

  ※RM＝マレーシア・リンギット

 ３ 偶発債務

   連結子会社であるMERINO 

O.D.D. SDN. BHD.の受注工事に

対する契約履行保証に伴い、銀

行が保証状を発行したことに対

する保証183百万円(６百万RM)

を行っております。

  ※RM＝マレーシア・リンギット

 ３ 偶発債務

   連結子会社であるMERINO 

O.D.D. SDN. BHD.の受注工事に

対する契約履行保証に伴い、銀

行が保証状を発行したことに対

する保証172百万円(６百万RM)

を行っております。

  ※RM＝マレーシア・リンギット

※４ 仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺し、差額を流動資産の

部「その他」に含めて表示して

おります。

※４     同左 ―――



(中間損益計算書関係) 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

※１ 営業外収益「その他」のう

ち、主なものは次のとおりであ

ります。

為替差益 99百万円

※１ 営業外収益「その他」のう

ち、主なものは次のとおりであ

ります。

為替差益
保険金収入

120百万円

116   

―――

 

※２ 特別利益のうち、主なものは

次のとおりであります。

固定資産売却益 37百万円

 

※２ 特別利益のうち、主なものは

次のとおりであります。

固定資産売却益 237百万円

※２ 特別利益のうち、主なものは

次のとおりであります。

固定資産売却益 324百万円

投資有価証券売
却益

671

 

※３ 特別損失のうち、主なものは

次のとおりであります。

固定資産売却損 26百万円

固定資産除却損 45
 

 

※３ 特別損失のうち、主なものは

次のとおりであります。

固定資産売却損 196百万円

減損損失 135

   なお、当中間会計期間におい

て、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しまし

た。

用途 種類 場所 減損損失

遊休
資産

土地及び
建物

埼玉県
所沢市

48百万円

土地及び
建物

千葉県
市川市

21

土地及び
建物

千葉県
柏市

14

土地及び
建物等

その他 50

計 135

   当社は、概ね独立した収益を

生み出すか否かを資産グルーピ

ングの基礎とし、事業用資産は

継続的に収支把握を行っている

管理会計上の地域別の事業所単

位でグルーピングしており、ま

た、賃貸資産及び遊休資産は個

別物件ごとにグルーピングして

おります。 

 地価の下落等により、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（135百

万円）として特別損失に計上し

ております。 

 減損損失の内訳は、土地69百

万円、建物65百万円、その他

０百万円であります。 

 なお、資産グループの回収可

能額は正味売却額により測定

し、不動産鑑定による評価額等

に基づいて評価しております。

 

※３ 特別損失のうち、主なものは

次のとおりであります。

固定資産売却損 134百万円

固定資産除却損 118

ゴルフ会員権等
評価損

109



 
  

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※４ 中間会計期間に係る納付税額

及び法人税等調整額は、当事業

年度において予定している利益

処分による固定資産圧縮積立金

の取崩しを前提として、当中間

会計期間に係る金額を計算して

おります。

※４     同左 ―――

 ５ 完成工事高の季節的変動 

 当社の完成工事高は、通常の

営業の形態として、事業年度の

上半期の完成工事高と下半期の

完成工事高との間に著しい相違

があります。 

 当中間会計期間末に至る１年

間の完成工事高は次のとおりで

あります。

 ５ 完成工事高の季節的変動 

 当社の完成工事高は、通常の

営業の形態として、事業年度の

上半期の完成工事高と下半期の

完成工事高との間に著しい相違

があり、上半期と下半期の業績

に季節的変動があります。 

 当中間会計期間末に至る１年

間の完成工事高は次のとおりで

あります。

―――

  前事業年度 

  下半期
94,100百万円

  当中間会計 

  期間
53,086

  計 147,186

  前事業年度 

  下半期
97,076百万円

  当中間会計 

  期間
58,981

  計 156,057

 ６ 減価償却実施額

  有形固定資産 71百万円

  無形固定資産 131

 ６ 減価償却実施額

  有形固定資産 57百万円

  無形固定資産 123

 ６ 減価償却実施額

  有形固定資産 136百万円

  無形固定資産 247



(リース取引関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

○ リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び中間期末

(期末)残高相当額

 

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

工具 
器具・ 
備品

939 513 426

無形 
固定 
資産

2,166 1,057 1,108

合計 3,105 1,571 1,534

 

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械 

装置
373 18 355

工具
器具・
備品

755 521 233

無形
固定 
資産

2,309 1,480 829

合計 3,438 2,019 1,418

 

取得価額
相当額

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額

(百万円)

工具
器具・
備品

1,306 611 695

無形
固定 
資産

2,311 1,389 921

合計 3,617 2,001 1,616

２ 未経過リース料中間期

末(期末)残高相当額

 

１年以内 723百万円

１年超 835

計 1,558
 

１年以内 693百万円

１年超 750

計 1,444
 

１年以内 759百万円

１年超 997

計 1,756

３ 支払リース料、減価償

却費相当額及び支払利

息相当額
 

支払リース料 394百万円

減価償却費相当額 379

支払利息相当額 15
 

支払リース料 417百万円

減価償却費相当額 395

支払利息相当額 21
 

支払リース料 797百万円

減価償却費相当額 655

支払利息相当額 32

４ 減価償却費相当額の算

定方法

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。

同左 同左

５ 利息相当額の算定方法  リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。

同左 同左

 （減損損失について） ―――  リース資産に配分された減損

損失はありません。

―――



(有価証券関係) 

前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度末のいずれにおいても子会社株式及び関連会

社株式で時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、注記を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  



(2) 【その他】 

１ 中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりであります。 

 
２ 当中間会計期間において、営業その他に関し、重要な訴訟事件等は生じておりません。 

  

(1) 決議年月日 平成17年11月17日

(2) 中間配当金総額 224百万円

(3) １株当たりの額 5円00銭

(4) 中間配当支払開始日 平成17年12月5日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第76期)

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日

平成17年６月29日 
近畿財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成16年12月17日

ダ イ ダ ン 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているダイダン株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行

った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、ダイダン株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  三  和  彦  幸  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  宮  原  正  弘  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月16日

ダ イ ダ ン 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているダイダン株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行

った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、ダイダン株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計方針の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用

しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  三  和  彦  幸  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  宮  原  正  弘  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成16年12月17日

ダ イ ダ ン 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているダイダン株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第76期事業年度の中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損

益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、ダイダン株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  三  和  彦  幸  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  宮  原  正  弘  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月16日

ダ イ ダ ン 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているダイダン株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第77期事業年度の中間会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損

益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、ダイダン株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

  

追加情報 

 会計方針の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用して

いるため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  三  和  彦  幸  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  宮  原  正  弘  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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